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解 　 　 説特集：建築特集

「プレストレストコンクリート工事における
緊張管理の手引き（建築編）」の発刊について

縄田　雅巳＊1・佐藤　勇平＊2・妹尾　正和＊3

1．は じ め に

緊張管理は PC工事における重要な品質管理の一つであ
り，設計で定められたプレストレスを正確に導入すること
で，PC部材は目標とする耐力を保有することができる。
PC規準には PC鋼材とシース間の摩擦係数（以下，μ，λ）
や見掛けのヤング係数（以下，Ep’）の標準値が示されて
いて，これらを使用して PC鋼材の伸び量を計算し，実測
値との差が管理範囲内であれば所定のプレストレスが導入
されたと判断している。
緊張管理において緊張機器の故障や緊張作業にミスが無
いにも関わらず，PC鋼材の実測伸びが管理範囲に収まら
ない原因として，計算に使用する諸係数や伸びの管理値が
実態に合っていないことが考えられる。
そこで，データの分析により明らかにする項目は以下と
した。
・摩擦係数（μ，λ）の適正値とμとλの相関性
・ヤング係数 Ep’ の適正値とミルシート値
・シース内での鋼材移動の評価
・伸び実測値のバラツキとその要因
・構造設計との整合性

2．建築におけるPC緊張管理

2.1　従来の管理手法
建築における緊張管理に用いる管理手法には，緊張力と
伸び量を独立して管理する「第 1の方法」と摩擦係数をパ
ラメーターとする「第 2の方法」が PC規準に示されてい
る（図 - 1）。

「第 1の方法」は，PC規準の本文に規定されていること
もあり，建築工事ではほとんどがこの緊張管理手法で行わ
れている。「第 1の方法」で伸び計算に使用する諸係数（μ，
λ，Ep’ 等）は PC規準に示された値を用いるが，諸係数
のバラツキにより計算伸びと実測伸びが合ないケースで

建築における緊張管理は，日本建築学会のプレストレストコンクリート設計施工規準・同解説（以下，PC規準）および建
築工事標準仕様書・同解説 JASS5鉄筋コンクリート工事（以下，JASS5）などに基づいて行われている。しかしながら，これ
らの規準・仕様書に沿った手法で適切に管理したにも関わらず，実測伸び量が管理範囲に収まらないケースがあることがプレ
ストレスト・コンクリート建設業協会（以下，PC建協）加盟各社より報告されている。そこで，PC建協において，加盟各社
から実施工での緊張管理データを収集・分析することにより，適切かつ実状に合った緊張管理ができる手法を「プレストレス
トコンクリート工事における緊張管理の手引き（建築編）」（以下，本手引き）としてまとめた。
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は，JASS5において認められた対処法に準じて，過去の実
績値より諸係数の見直しを行う場合が多い。
一方 PC規準の解説に示されている「第 2の方法」は，

PC鋼材の配線範囲においてあらかじめクリティカルな断
面位置を決定してから管理値を決めている。しかし，建築
物の架構は一般に多スパン連続梁の不静定ラーメン架構で
あり，クリティカル断面が複数の箇所に存在するため，特
定の位置を絞り込むことが困難であることから一般には
「第 2の方法」の採用頻度は少ない。
2.2　緊張管理の問題点
建築における緊張管理の問題点として，以下の点が考え
られる。
①「第 1の方法（伸び管理）」の管理幅± 5 %の値は過去
のプレテンション部材の管理実績値に由来するといわれ
ているが，ポストテンション部材にもその値が使用され
ている。しかし，その妥当性は過去十分に検証されてい
ない。
②実建物において緊張計算に用いる諸係数のバラツキが，
実際の緊張作業においてどのように影響するものである
か分析されたものがない。
③建築物では片引き緊張が多く，固定端が躯体内に埋め込
まれているため，試験緊張を実施することができない。
したがって，実際の緊張作業に先立って実建物で用いる
諸係数を調べる「第 2の方法（μ管理）」の採用はきわ
めて稀である。
④管理限界値の根拠が明確でないために，異常と判断する
基準や対処方法を明確にできない。
緊張管理において管理限界値は，緊張作業が正常に行わ
れたかどうかを判断する基準として定められている。しか
し，伸び量を計算するために必要な諸係数は重要な値であ
りながら，建築では緊張管理データの蓄積と分析が十分に
行われてこなかったためにそれらの値の妥当性が検証され
ることなく課題として残ったままであった。

PC規準に示されている管理幅を 5 %で管理する方法は，
角度変化が小さく直線配置に近い配線形状で，単スパン梁
やプレテンション部材および一定の長さ以上の PC鋼棒の
緊張管理に適していると考えられる。
本手引きでは，建築の架構で多い多スパン連続梁で角度
変化が大きい配線形状に適した緊張管理方法を新たに提案
し，その妥当性を検証した。

3．実緊張管理データの収集と分析

3.1　収集されたデータの概要
収集されたデータの概要を図 - 2～ 4に示す。
図 - 2にはスパン数と緊張方法を示すが，スパン数は 1

スパンのデータがもっとも多く，1スパンの緊張方法はほ
とんどが片引きであることが分かる。2スパン以上になる
と両引きのデータが増加している。
図 - 3はスパン数と配線形状の対称性を示しているが，

ここでいう非対称とは，架構が対称であっても，配線の角
度変化率がスパンによって一定ではないものは非対称と定
義している。

図 - 4は，ケーブル長と角度変化量 Σαとの関係を示し
ているが，ケーブル長は片引きに換算して示している。こ
れより，ケーブル長は片引き長さとして最大で 50 m程度，
角度変化量としては 3.0 rad程度まで含まれたデータであ
ることが分かる。

3.2　データの分析方法
最初に，収集されたデータからμと伸び量の実測値と計
算値との比率を算出した。μは鋼材断面積やヤング係数
Ep'などの誤差を含んだ値であるため，ここではμ・と記載
する。
収集されたデータには，図 - 3で示したように角度変
化率が一定ではない非対称のデータが含まれているため，
図 - 5に示すように 1スパンを最大 8分割して配線形状
を再現した計算モデルを作成し，伸び量実測値に対応する
μ・を繰返し計算により求めることとした。
角度変化率が一定の場合は，１式に示す理論式により，
μ・を求めることは可能である。この理論式は，のちほど
述べるパラメトリックスタディを行う際に使用している。
μ・=ℓn｛（L･Po）/（ΔL･A･Es）｝/αe ⑴
ここで，αe： 伸び量を計算するための代表軸力の位置で

の（Σα＋λ /μ･L）値で式により求める。

図 - 2　スパン数と緊張方法

図 - 3　スパン数と配線形状の対称性

図 - 4　ケーブル長（片引き換算）と角度変化量Σα
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1                    1αe = －―・ℓn   ――――――   1－ e－（μ･Σα+λ･L）
μ         μ･Σα+λ･L

3.3　Ep' とμ・の分布状況の関係
PC規準によれば，緊張管理計算に使用する PC鋼材の

見かけのヤング率 Ep’ を 190 kN/mm2としている。
図 - 6に Ep’ を 185，190，195 kN/mm2とした場合のμ・

と Σα/L（単位長さあたりの角度変化）との関係を示す。
Ep’ を変化させればμ・の値は平均値として変わるのは当然

（                  ）｛                                    ｝

であるが，本来はほかのパラメータに関わらず一定値とな
るべき値であるところ，図 - 8の Ep’ ＝ 185と 195の場合
には Σα/Lによって大きく傾斜が出ており，Ep’ としては
190 kN/mm2が妥当であることが分かる。
3.4　Ep’ と伸び量の計算値と実測値との比率の関係
次に，各 Ep’ において得られたμ・の平均値を用いて伸び

量を計算し，伸び量の計算値と実測値との比率（以下，伸
び比率と称する）を求める。この伸び比率の度数分布図を
図 - 7に示す。ここで，シース芯とは配線高さ =シース
芯とするもので，鋼材芯とはシース内の鋼材偏心の影響を
考慮したものである。
図 - 7を見ると，各 Ep’ におけるμ・の平均値を用いて伸
び量を計算しているため，すべてのケースで伸び比率は平
均値が±0 %近辺となる正規分布状の分布となっているこ
とが分かる。ただし，標準偏差σを比べると，Ep’ ＝ 190
の場合がもっとも小さく，σ＝ 3.5 %以下となっている。
PCの緊張管理においては，異常の早期発見を優先するた
めに 2σで管理することが一般的であり，この場合 2σで
± 7 %の管理幅となる。

3.5　理論式を用いた諸係数のパラメトリックスタディ
3.2で示した理論式は，角度変化率が一定の対称データ
において成立する。そこで収集されたデータの内，対称と
されたデータにおいて，計算モデルを用いた繰返し計算に
よるμ・と理論式によるμ・との比較を図 - 8の中段（λ＝
0.016･μ）に示すが，両者はほとんど一致していることが
確認できる。この状態を元に，ここではμとλの関係性を
理論式を用いてスタディする。
先に示した結果は，PC規準で示された標準値のμ＝

0.25，λ＝ 0.004を，λ＝ 0.016･μという関係で，λをμ
に比例させた検討結果である。この関係をλ＝ 0.012･μ（μ
＝ 0.25，λ＝ 0.003に相当），λ＝ 0.02･μ（μ＝ 0.25，λ
＝ 0.005に相当）に変更した場合のμ・と Σα/Lとの関係を

図 - 5　繰り返し計算モデルの 1スパン分割要領

図 - 6　各Ep’ におけるμ・とΣα/L の関係

図 - 7　μ・の平均値を用いた伸び比率の度数分布図
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図 - 8の上段と下段に示す。これを見ると，λ＝ 0.012･μ
の場合は Σα/Lに応じて右下がりに，λ＝ 0.02･μの場合
は右上がりに分布が変化することが分かる。
次にλを一定値として，λ＝ 0.003，0.004，0.005に変
化させた場合のμ・と Σα/Lとの関係を図 - 9に示す。こ
れを見るとλを固定とした場合は，λを比例させた場合（図
- 9左上）に比べてμ・のバラツキが通常想定される値より
かなり大きく変動することが分かる。
いずれのスタディも鋼材芯の場合のみを示しているが，
シース芯の場合でも同様の結果であった。これらのスタデ
ィ結果からは，Ep’ ＝ 190の検討においては，PC規準に示
されるμ＝ 0.25，λ＝ 0.004を基に，λ＝ 0.016･μという
関係でλをμに比例させた場合がもっとも適切であること
が分かる。

3.6　伸び量にバラツキを生じる要因の考察
ここでは，伸び量にバラツキを生じさせている要因に関
する考察を行う。図 - 10に伸び比率の絶対値と角度変化
量 Σαとの関係を示す。これを見ると，伸び比率のバラツ
キの大きさには Σαとの関係性が強く表れている。そこで，
伸び比率のデータ全体を Σαが小さな方から順に，データ
数がおおむね 400個前後となる 5つのグループに分け，そ
れぞれのσと 2σの位置を図 - 11にプロットする。これ
を見ると，Σαが小さな領域では 2σで 5 %程度であった
ものが，Σαが大きな領域では 9 %以上に増加しているこ
とが分かる。全データでのバラツキは 2σで 7 %であるこ
とが分かっているが，Σαによってバラツキの大きさが変
化していることが分かる。
ここで，伸びの実測値に含まれる誤差の要因について考
察する。PC規準によれば測定値の読み取り誤差が±2 mm
で 1～ 2 %程度，その他最終緊張力，鋼材断面積，ヤン
グ係数などの誤差がトータルで 3 %程度あるとされてい
る。この誤差がμ・の 2σの範囲に平均値からの差に比例し
て含まれていると仮定すると，3.2で示した理論式を用い
て，この誤差を取り除いたμのバラツキを推定できる。計
算結果を図 - 12示すが，鋼材芯で評価した場合の誤差を
取り除いたμの分布は，2σで 0.22± 0.06程度の小さな
バラツキとなっている。
しかし，この小さなバラツキを再度理論式を用いて，伸
び比率の変動に置き換え，図 - 10にプロットしたものを
図 - 12に示す。ここでは代表例として L＝ 15 mの場合
を想定している。これを見ると，Σαが小さな領域におい
てはμのバラツキによる変動は 1 %程度であるが，Σαの
増加とともに 7 %程度まで大きく変化することが分かる。
伸び量の理論式において，e関数の指数がμとαeの積と
なっており，αeは代表軸力での Σα＋λ /μ･Lであるこ
とから，結果的にμのバラツキが Σαによって増幅される
ことが理解できる。このように，伸び比率のバラツキは
Σαによって大きく変化する性質のものであることが分か
る。

図 - 8　μとλの関係を変化させたμ・とΣα/L の関係

図 - 9　λを固定とした場合のμ・とΣα/L の関係
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4．提案する緊張管理手法

4.1　基 本 方 針
PC鋼材の緊張にあたっては，以下を基本方針として管
理することとした。
・PC鋼材はおのおのに所定の初引張力が与えられるよう
に緊張する。
・PC鋼材に与える引張力は，PC鋼材の伸びにより確認す
る。
・PC鋼材の伸び計算に使用する諸係数および実測伸びの
許容範囲は，緊張管理実績データの分析結果により定め
た値とする。
4.2　PC鋼材各位置の引張力の計算
PC鋼材各位置における摩擦損失後の PC鋼材引張力は

下式により計算する。
計算式
Px = P0 e－（μ・αx +λ・lx）

（記号）
Px：緊張端からｘの位置における PC鋼材引張力（N）
P0：緊張端における PC鋼材引張力（N）
μ・：PC鋼材の角度変化に対する摩擦係数（1/rad）
αx： 緊張端からｘの位置までの PC鋼材の全角度変化
（rad）

λ・：PC鋼材の単位長さあたりに対する摩擦係数（1/m）
lx：緊張端からｘの位置までの PC鋼材の全長さ（m）
摩擦係数「μ・」については角度変化の計算方法により使

い分けることとした。
①角度変化をシース芯で計算する場合。
μ・＝ 0.18（1/rad）
②角度変化を鋼材芯で計算する場合
μ・＝ 0.22（1/rad）
摩擦係数「λ・」については角度変化の計算方法に関わら
ず一定とした。
λ・＝ 0.0035（1/m）
なお，角度変化の計算については本手引きの方法による
こととした。
4.3　PC鋼材伸び量の計算
PC鋼材の伸び量は各反曲点間の伸び量をそれぞれ計算
して，それらを合計したものを全伸び量とした（図
- 13）。

伸び量計算式は以下とした。
P・L⊿ L = ―――――Ap・Ep’

⊿ L：伸び量（mm）
P：PC鋼材の緊張力（N）
L：PC鋼材の長さ（mm）
Ap：PC鋼材の断面積（mm2）
Ep’：PC鋼材の見掛けのヤング係数（Ｎ /mm2）
PC鋼材の見掛けのヤング係数は分析結果より以下の値
とした。

Ep’ ＝ 190（kN/mm2）
4.4　PC鋼材伸び量の管理幅
PC鋼材の計算伸びに対する実測伸びの誤差は±7 %以

内を標準とする。±7 %はデータ分析結果より得られた伸
び量の度数分布おける±2σに相当する。これは偶然のバ
ラツキのみが生じる安定した状態において，確率として
95 %が正しく緊張されたとみなせる管理幅である。
4.5　設計緊張力の確保
PC鋼材の伸び量と固定端引張力は一対一に対応してい
る。したがって，実測伸びが設計時のμおよびλで計算し
た伸び（以下，設計伸び）以上であれば，固定端において

図 - 10　伸び比率（絶対値）とΣαの関係性と各グルー
プのσ，2σの位置

図 - 11　μ・から誤差を取り除いた後のバラツキ

図 - 13　全伸び量の計算方法

図 - 12　μのバラツキが伸び比率の変動に与える影響
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も設計導入力が確保されていると判断できる。
4.6　緊張管理の手順
以下に PC鋼材の各位置で設計緊張力を確保するための

緊張管理の手順を示す。
１　伸び管理用の基準伸びの計算
データ分析結果から得られた諸係数（μ・，λ・，Ep’）を
使用して，伸び管理用の基準伸びを以下に示す手順にて計
算する。
①　設計図または仕様書で初引張力を確認する。
②　各工法のマニュアルなどでジャッキ内部の摩擦損失お
よびキャリブレーション表を確認して作業緊張力を決定
する。
③　本手引きで示した，データ分析結果から得られた諸係
数により，PC鋼材の伸び量（⊿ L1）を計算する。
⑵　設計伸び量の計算
構造設計で使用された諸係数（μ，λ，Ep’）を使用して，

前項と同じ要領で設計伸び量（⊿ L2）を計算する。
⑶　緊張管理グラフの作成
以下の要領で緊張管理グラフを作成する（図 - 14）。

①　作業緊張力 P0のラインを引く。
②　伸び管理用の基準伸び（⊿ L1）のラインを引く。
③　⊿ L1に対して±7 %の管理ラインを引く。
④　設計伸び（⊿ L2）のラインを引く。
⑤　Pmaxを適宜設定して引止範囲を決定する。
⑷　実測伸びの測定
① 　各緊張段階の実測伸びをグラフにプロットして管理
範囲内（⊿ L1± 7 %）であることを確認する。
② 　作業緊張力 P0において実測伸びが管理範囲内（⊿

L1± 7 %）かつ設計伸び（⊿ L2）以上であることを
確認する。
③ 　作業緊張力 P0において実測伸びが設計伸び（⊿

L2）以下の場合は，実測伸びが⊿ L2のラインを超え
る範囲まで引き越す。

5．お わ り に

データ分析から明らかになったように，角度変化量が小
さい範囲では現行の PC規準の手法でも十分に管理できる
が，角度変化量が大きくなるにつれて現行の手法では適正
な管理は困難になってくる。したがって，角度変化量の大
小によって適切な管理手法を使い分けることが望ましいと
考える。
なお，本手引きの付録には詳細なデータの収集結果と分
析結果を収録しているので緊張管理の際の参考にしていた
だければ幸いである。
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【2021 年 4月 22 日受付】図 - 14　本手引きによる伸び管理の方法
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